
　　　　　例）

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

平成２７年５月１日現在

　　　　　例）　○○大学　△△学部

　　　　　　　　　　　　（□□学部（平成◇◇年度より変更））

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には，表題には設置時の旧名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて，現在の名称を記載してください。

学校法人　駒澤大学

[平成２７年度設置］

【認可】課程変更に係る設置計画履行状況報告書

駒澤大学大学院 グローバル・メディア研究科 グローバル・メディア専攻

　　　計画の区分：研究科の専攻に係る課程の変更
　　　　　　　　　　　　　　　注１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

　　　３　大学番号の欄については，平成２７年３月３０日付事務連絡「大学等の設置に係る設置計画履行状況

　　　　　※「留意事項実施状況報告書」の場合は，表題を修正してください。

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　　　・大学新設の場合：「○○大学」

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　報告書等の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

認可 

大学番号：私０８５  注３ 



４．既設大学等の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　９

５．教員組織の状況　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（省略）

６．留意事項等に対する履行状況等　・・・・・・・・・・・・・・・・・　１６

７．その他全般的事項　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　１７

３．施設・設備の整備状況、経費　・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　７

目次

ページ

１．調査対象大学等の概要等　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・　　１

２．授業科目の概要　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（省略）

＜グローバル・メディア研究科 グローバルメディア専攻 博士後期課程＞



設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ スガワ　ホウショウ ）

須川　法昭

（平成２６年４月）

（ ヒロセ　リョウコウ ）

廣瀬　良弘

（平成２５年４月）

（ シラミズ シゲヒコ ）

白水　繁彦

（平成２７年４月）

　　　　記入してください。

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　平成２７年度に報告する内容　→（27）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　（例）平成２５年度に報告済の内容　→（25）

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

学　　長

職　　名

　　　　ください。

（２） 大　学　名

　　　　〒１５４－８５２５

（３） 大学の位置

　　　　駒澤大学大学院

　　　　　東京都世田谷区駒沢１丁目２３番１号

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

研究科委員長

学科長等

理 事 長

（４） 管理運営組織

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人　駒澤大学

1



年 人 人

報告年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

3人 ―人 ―人 ―人 ―人 ―人

1 ― ― ― ― ―

(　1　) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― )

[ 0 ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

1 ― ― ― ― ―

(　1　) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― )

[ 0 ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

1 ― ― ― ― ―

(　1　) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― )

[ 0 ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

1 ― ― ― ― ―

(　1　) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― ) ( ― )

[ 0 ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　・　「社会人」については，認可申請書において貴学が定める社会人の定義に従って記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は，春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は，その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

（５）　調査対象研究科等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。
　　　・　様式は，平成２５年度開設の博士後期課程の場合（平成２７年度までの３年間）ですが，開設年度・

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が２年以下の場合には欄を削除し，４年以上の場合

　　　　には，欄を設けてください。）

　
グローバル・メディア研究科 基礎となる学部等

　（５）－①　調査対象研究科等の名称，定員

調査対象研究科等
の名称（学位）

設 置 時 の 計 画
備　　　　　考

修業年限 入学定員 収容定員

3 9
　（博士後期課程）

　　　・学生募集停止を予定している場合は、「備考」にその旨記載してください。

　（５）－②　調査対象研究科等の入学者の状況

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
平均入学定員

超 過 率

開設年度から
提出年度まで
の平均入学定

員超過率

備　　考

（注）・「備考」に基礎となる学部等の名称を記入してください。
　　　・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

グローバル・メディア・スタディー
ズ学部
グローバル・メディア学科博士（メディア学）

グローバル・メディア専攻 3

Ｂ　 入学者数

0.33 ― ―

（注）・　数字は，平成２７年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・ （　 ）内には，社会人の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

[ 　―　 ] [ 　―　 ] [ 　―　 ]

志願者数

受験者数

合格者数

Ａ　 入学定員

0.33倍 －倍

(　―　) (　―　) (　―　)

　　　・「開設年度から提出年度までの平均入学定員超過率」は，完成年度を越えて報告書を提出する大学（「改善

　　　　意見等対応状況報告書」を提出する大学）のみ記入してください。「設置計画履行状況等報告書」の場合は

　　　　「－」を記入してください。
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報告年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

[　0　] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

（ 0 ） （ ― ） （ ― ） （ ― ） （ ― ） （ ― ）

1 ― ― ― ― ―

[ ― ] [ ― ] [ ― ] [ ― ]

（ ― ） （ ― ） （ ― ） （ ― ）

― ― ― ―

[ ― ] [ ― ]

（ ― ） （ ― ）

― ―

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は，春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は，その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学生数を記入してください。

　　　・（　）内には，留年者の状況について，内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

　（５）－③　調査対象研究科等の在学者の状況

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
備　　　　　考

１年次

　

２年次

３年次

計

[　 0 　] [　 ―　 ]

（注）・　数字は，平成２７年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してください。

[　 ―　 ]

（　 0　 ） （　 ―　 ） （　 ―　 ）

1 ― ―
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　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

退学した年度

平成２７年度 0 人 0 人

平成２８年度 ― 人 ― 人

平成２９年度 ― 人 ― 人

平成２８年度 ― 人 ― 人

平成２９年度 ― 人 ― 人

― 人 ― 人 平成２９年度 ― 人 ― 人 ― ％

1 人 0 人 0.0 ％

入学者数に
対する退学者数

の割合
（a/b）

退学者数（内訳）

退学者数
退学者数の
うち留学生数

　　　区　分

対象年度

入学者数（b） 退学者数（a） 主な退学理由

％

平成２８年度
入学者

― 人 ― 人 ― ％

平成２７年度
入学者

1 人 0 人 0.0

　 ・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

平成２９年度
入学者

合　　計

（注）・　数字は，平成２７年５月１日現在の数字を記入してください。　

　　　・　各年度の入学者数については，該当年度当初に入学した人数を記入してください。（途中で退学者がいた場合でも、その退学者数を減らす必要は

　　　　　ありません。）

　　　・　各年度の退学者数については，退学年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）

　　により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための

　　準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記入してください。

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度の入学者のうち，平成２７年５月１日現在までに退学した学生数の合計】を，

　　　　【当該対象年度の入学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第２位を四捨五入し，小数点以下第１位までを記入してください。

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に記入してください。その際，「就学意欲の低下（○人）」というように，その人数も含めて記入してください。

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他
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備考

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

㎡ ㎡

本大学卒業（修了）者

他大学卒業（修了）者

大学全体

【講義室】
6号館解体のため。(27)
【演習室】
学生相談室拡充のため。
(27)
【実験実習室】
玉川キャンパス坐禅堂設置
のため。(27)
【情報処理学習施設補助職
員】
補助職員減員のため。(27)

大学全体

【共同研究費等】
大学全体
【図書購入費】
届出研究科全体
開設年度図書購入予算額の
見直しによる増。(27)
【設備購入費】
届出研究科全体
機器類等購入数が予定より
下回ったことによる減。
(27)

－ －

学生納付金以外の維持方法の概要
 入学検定料収入、特別寄付金収入、国庫補助金収入、資産運用収入、
 雑収入 等

第６年次

840千円
学生１人当

り
納付金

第１年次 第２年次 第３年次 第４年次 第５年次

1,000千円 720千円 720千円 －

6,000千円 6,000千円 設備購入費
1,518千円
2,130千円

　651千円 　601千円

－ － －720千円720千円

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

11,078.68　㎡ －

経費
の見
積り

区　　　　分 開設年度 完成年度 区　　分 開設前年度 開設年度 完成年度

(８) 教員１人当り研究費等 395千円 395千円 図書購入費 500千円
1,402千円
1,391千円

1,444千円

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

共 同 研 究 費 等

計

213,870〔84,372〕
210,780〔83,807〕

3,696〔1,898〕
3,722〔1,893〕

7,559〔7,536〕
7,335〔7,310〕

484,483
484,349

(６) 図　　書　　館

面　　　　　積 閲 覧 座 席 数 収 納 可 能 冊 数

9,772.20　㎡
1,296　席
1,295　席

910,000　冊

12,831
13,276

-

(213,870〔84,372〕)
(210,780〔83,807〕)

（3,696〔1,898〕）
（3,722〔1,893〕）

（7,559〔7,536〕）
（7,335〔7,310〕）

（484,483）
（484,349）

（12,831）
（13,276）

（　  -　　）

グローバル・メディア研
究科

グローバル・メディア専
攻

（博士後期課程）

213,870〔84,372〕
210,780〔83,807〕

3,696〔1,898〕
3,722〔1,893〕

7,559〔7,536〕
7,335〔7,310〕

484,483
484,349

12,831
13,276

-

(213,870〔84,372〕)
(210,780〔83,807〕)

（3,696〔1,898〕）
（3,722〔1,893〕）

（7,559〔7,536〕）
（7,335〔7,310〕）

（484,483）
（484,349）

（12,831）
（13,276）

（　  -　　）

演　習　室 実験実習室 情報処理学習施設 語学学習施設

機械・器具 標　　本 図書・学術雑誌は、グローバ
ル・メディア・スタディーズ学
部との共用。
視聴覚資料及び機械・器具は、
大学全体での共用。

【図書】
教育の充実化を図るための図書
冊数増のため。(27）
【学術雑誌】
学術雑誌から電子ジャーナルへ
の移行による減。(27)
【電子ジャーナル】
学術雑誌から電子ジャーナルへ
の移行による増。(27)
【視聴覚資料】
教育の充実化を図るための視聴
覚資料数増のため。(27)
【機械・器具】
除却・処分による減。(27)

(５) 〔うち外国書〕 〔うち外国書〕 電子ジャーナル

図
書
・
設
備

冊 種

　

新設学部等
の名称

図　　書 学術雑誌
視聴覚資料

〔うち外国書〕 点 点 点

大学全体
運動場は一部、校舎敷地と
別地（5kmバス利用15分）

附属岩見沢高等学校の廃止
に伴い、同校の学校林敷地
等を移管受入したことによ
る増。(27)

0.00　㎡
80,696.04
78,299.51

小　　　計
162,586.50
146,149.90

0.00　㎡

(２) 校　　　　　舎

専　　　用

(４) 専任教員研究室

新設学部等の名称 室　　　　　　数 申請研究科全体

当該研究科割当の専任教員
研究室数の見直しによる
減。但し、当該研究科専任
教員分の研究室数は確保さ
れている。(27)

グローバル・メディア研究科
グローバル・メディア専攻　博士後期課程

17 16 室

126 121 室 38 35 室 53 54 室
16 室 0 室

（補助職員 59 53人）（補助職員　0人）

(３) 教　　室　　等

講　義　室

107,439.84

そ　の　他
1,731,682.31

199,060.13
0.00　㎡ 0.00　㎡

1,731,682.31
199,060.13

合　　　計
1,894,268.81

345,210.03
0.00　㎡ 0.00　㎡

1,894,268.81
345,210.03

【閲覧座席数】
閲覧座席配置変更による
増。(27)

３　施設・設備の整備状況，経費

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

(１) 区　　 分 専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

(107,439.84) （　　　　0.00　㎡） （　　　　　0.00　㎡） (107,439.84)

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地
　81,890.46

67,850.39
0.00　㎡

計

大学全体107,439.84 0.00　㎡ 0.00　㎡

0.00　㎡
　81,890.46

67,850.39

運動場用地
80,696.04
78,299.51

0.00　㎡

共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

0.00　㎡
162,586.50
146,149.90
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　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

　　　・　「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２７年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その

　　　　理由及び報告年度「（27）」を「備考」に赤字で記入してください。

（注）・　設置時の計画を，申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合，　　　　
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大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

平均入学
定員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

仏教学部
3年次

　禅学科 4 75 15 330 学士 1.18 昭和24年度 東京都世田谷区駒沢
（禅学）

1丁目23番1号
3年次

　仏教学科 4 105 21 462 学士 1.18 昭和24年度

（仏教学）

文学部
3年次

　国文学科 4 125 25 550 学士 1.07 昭和24年度

（国文学）

3年次

　英米文学科 4 125 25 550 学士 1.22 昭和24年度
（英米文学）

　地理学科 学士 1.12 昭和42年度

（地理学）

3年次

　　地域文化研究専攻 4 65 13 286 1.12

3年次

　　地域環境研究専攻 4 60 12 264 1.12

　歴史学科 学士 1.21 昭和42年度

（歴史学）

3年次

　　日本史学専攻 4 90 8 376 1.18

3年次

　　外国史学専攻 4 65 6 272 1.15

3年次

　　考古学専攻 4 35 3 146 1.37

　社会学科 学士 1.15 昭和24年度

（社会学）

3年次

　　社会学専攻 4 60 12 264 1.15

3年次

　　社会福祉学専攻 4 80 12 344 1.15

3年次

　心理学科 4 80 16 352 学士 1.11 平成10年度

（心理学）

経済学部
3年次

　経済学科 4 340 34 1,468 学士 1.15 昭和41年度

（経済学）

3年次

　商学科 4 240 24 1,008 学士 1.14 昭和41年度

（商学）

3年次

　現代応用経済学科 4 150 15 590 学士 1.15 平成19年度

（経済学）

４　既設大学等の状況

　駒澤大学

平成26年度から入学定員及び
編入学定員変更（入学定員360
→340、編入学定員36→34）

平成26年度から入学定員及び
編入学定員変更（入学定員130
→150、編入学定員13→15）
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既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

平均入学
定員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

法学部

　法律学科 学士 1.11 昭和39年度

（法学）

3年次

　　昼間主コース 4 300 30 1,260 1.14

　　夜間主コース 4 150 － 600 1.05

3年次

　政治学科 4 200 20 840 学士 1.14 昭和47年度

（政治学）

経営学部
3年次

　経営学科 4 330 33 1,386 学士 1.13 昭和44年度

（経営学）

3年次

　市場戦略学科 4 180 18 756 学士 1.15 平成20年度

（経営学）

医療健康科学部 4 60 3年次 4 250 学士 平成15年度

　診療放射線技術科学科 4年次 2
（保健衛生学）

1.06

グローバル・メディア
・スタディーズ学部 3年次

グローバル・メディア学科 4 300 15 1,230 学士 1.12 平成18年度
（メディア学）

大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

平均入学
定員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

人文科学研究科（修士課程）

　仏教学専攻 2 20 - 40 修士 0.55 昭和27年度 東京都世田谷区駒沢
（仏教学）

1丁目23番1号

　国文学専攻 2 5 - 10 修士 0.30 昭和27年度

（国文学）

　英米文学専攻 2 5 - 10 修士 0.20 昭和41年度

（英米文学）

　地理学専攻 2 5 - 10 修士 0.40 昭和41年度

（地理学）

　歴史学専攻 2 15 - 30 修士 0.70 昭和41年度

（歴史学）

　社会学専攻 2 5 - 10 修士 0.80 昭和27年度

（社会学）

　心理学専攻 2 10 - 20 修士 0.95 昭和43年度

（心理学）

経済学研究科（修士課程）

　経済学専攻 2 10 - 20 修士 0.20 昭和42年度

（経済学）

　駒澤大学大学院
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既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

平均入学
定員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

商学研究科（修士課程）

　商学専攻 2 15 - 30 修士 0.36 昭和41年度

（商学）

法学研究科（修士課程）

　公法学専攻 2 5 - 10 修士 0.20 昭和43年度

（法学）

　私法学専攻 2 5 - 10 修士 0.00 昭和43年度

（法学）

経営学研究科（修士課程）

　経営学専攻 2 10 - 20 修士 0.50 昭和48年度

（経営学）

医療健康科学研究科（修士課程）

　診療放射線学専攻 2 14 - 28 修士 0.38 平成19年度

（保健衛生学）

グローバル・メディア

研究科（修士課程）

グローバル・メディア専攻 2 10 - 20 修士 0.60 平成25年度 平成25年度開設
（メディア学）

人文科学研究科（博士後期課程）

　仏教学専攻 3 5 - 15 博士 0.60 昭和32年度

（仏教学）

　国文学専攻 3 2 - 6 博士 0.00 昭和42年度

（国文学）

　英米文学専攻 3 2 - 6 博士 0.16 昭和46年度

（英米文学）

　地理学専攻 3 2 - 6 博士 0.00 昭和43年度

（地理学）

　歴史学専攻 3 6 - 18 博士 0.27 昭和43年度

（歴史学）

　社会学専攻 3 2 - 6 博士 0.00 昭和52年度

（社会学）

　心理学専攻 3 2 - 6 博士 0.00 昭和45年度

（心理学）

経済学研究科（博士後期課程）

　経済学専攻 3 2 - 6 博士 0.00 昭和44年度

（経済学）

商学研究科（博士後期課程）

　商学専攻 3 2 - 6 博士 0.33 昭和43年度

（商学）

法学研究科（博士後期課程）

　公法学専攻 3 2 - 6 博士 0.00 昭和45年度

（法学）

　私法学専攻 3 2 - 6 博士 0.00 昭和45年度

（法学）

平成25年度から入学定員変更
（10→12）
平成26年度から入学定員変更
（12→14）
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既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

平均入学
定員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

経営学研究科（博士後期課程）

　経営学専攻 3 2 - 6 博士 0.16 昭和52年度

（経営学）

医療健康科学研究科（博士後期課程）

　診療放射線学専攻 3 3 - 9 博士 0.33 平成22年度

（保健衛生学）

グローバル・メディア

研究科（博士後期課程）

グローバル・メディア専攻 3 3 - 3 博士 0.33 平成27年度 平成27年度開設
（メディア学）

法曹養成研究科

　法曹養成専攻 3 36 - 108 法務博士 0.30 平成16年度 東京都世田谷区駒沢

（専門職）
2丁目12番5号

大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

平均入学
定　員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 3年次 人 人

国際文化学部 人

　国際文化学科 4 75 - 335 学士 0.40 平成10年度 北海道苫小牧市錦岡
（国際文化学）

521番地293

　キャリア創造学科 4 75 - 225 学士 0.12 平成25年度 平成25年度開設
（国際文化学）

　国際コミュニケーション学科 4 - - - 学士 - 平成14年度
（国際文化学）

　　　・学部の学科または研究科の専攻等，「入学定員を定めている組織」ごとに記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織ごと」には，課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　　※なお，課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は，法令上規定されている組織上

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が設置している全ての大学（学部，学科），

平成23年度から入学定員変更
（50→45）
平成24年度から入学定員変更
（45→36）

　　　　「備考」に「平成○○年より学生募集停止」と記入してください。

　苫小牧駒澤大学

平成23年度から入学定員及び
編入学定員変更（入学定員150
→110、編入学定員10→0）
平成25年度から入学定員変更
（110→75）

平成25年度から学生募集停止

　　　　　の最小単位（大学であれば「学科」，短期大学であれば「専攻課程」）でも記載してください。

　　　・専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。

      ・ＡＣ対象学部等についても必ず記入してください。

　　　・「平均入学定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

　　　　平均の小数点以下第２位まで（小数点以下第３位を切り捨て）を記入してください。

　　　・学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員・収容定員・平均入学定員超過率は「－」とし，

　　　　大学院（専攻）及び短期大学（学科）（ＡＣ対象学部等含む）について，それぞれの学校種ごとに，

　　　　平成２７年５月１日現在の上記項目の情報を記入してください。
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区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

設　置　時

（27年4月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時 ○○意見

（△△年△△月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時 ○○意見

（□□年□□月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時 ○○意見

（●●年●●月）

６　留意事項等に対する履行状況等

留　意　事　項　等

留意事項

　　　・　定員管理に係る留意事項への履行状況は，指摘を受けた学科等についてのみ記入してください。

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時に付された留意事項（学校法人の寄附行為又は寄附行為変更

　　　　の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等について，具体的に記入し，

　　　　報告年度を（　　）書きで付記してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された意見に対する

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　　してください。

該当なし 
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設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

　グローバル・メディア研究科グローバル・メディア専攻
博士後期課程の設置計画に変更事項等はない。ただし、課
程変更認可（博士後期課程開設）にあたり「その他意見」
として指摘を受けた３意見については、指摘のとおり開設
までに適切な修正等を行った上で、以下のように対応する
こととした。

１．「エスニック文化変容論特殊研究」、「グローバル・
　　リレーションズ論特殊研究」は、修士課程において学
　　修した科目が前提となることとなっているが、入学者
　　は本学の修士課程出身者のみではないことから、シラ
　　バスを適切に修正することが望ましい。

→　「エスニック文化変容論特殊研究」、「グローバル・
　　リレーションズ論特殊研究」ともに、修士課程におい
　　て未履修の者に対して別途時間を設けて指導し、
　　キャッチアップをはかることとした。

２．養成する人材像にある「実践的な英語能力を有」する
　　人材を育成するため、研究成果の国際学会等での発表
　　や必要に応じて修士課程の講義科目を受講させること
　　としているが、「グローバル・メディア文化研究指導
　　Ⅱ」で行われる、指導教員の海外共同研究者との英語
　　による議論の場を設ける取組を「産業論分野」以外に
　　も導入するほか、海外インターンシップを導入するな
　　ど、より実践的な英語能力を育成する方法について検
　　討することが望ましい。

→　学生各人の英語力を詳細に把握し、その能力に応じた
　　方策を講ずることとした。

３．「グローバル・メディア文化研究指導Ⅵ」の成績評価
　　方法の見直し内容について、全体として文意がつかみ
　　づらいため、再度、文章を整理・見直すとともに、特
　　に「国際学会や国際研究会等への意欲」については、
　　どのような意欲を評価するのか不明確であることか
　　ら、学生に対してわかりやすく説明するためにも、記
　　載を改めることが望ましい。この他のシラバスについ
　　ても、同じ記載があるため、同様の対応をすること。

→　新年度のオリエンテーションの場で学生全員に細かく
　　説明し質疑応答を行い、文意の徹底をはかった。

①　実施体制

　　　教員の教育資質向上のために成すべき方策の検討に加え、本研究科の特色でもある演習科目のグループ指導体制
　　をより効果的にするための方策の検討を確認した。

　ａ　委員会の設置状況

　　　平成27年4月11日の研究科委員会において、より教育の質の向上を図るためにクリアーしなければならない課題
　　の提起、その解決策等について検討する委員会として専任教員６名（教授３、准教授2、講師１）からなるグロー
　　バル・メディア 研究科FD、FA(Faculty Affairs)委員会を発足させた。

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　　　平成27年4月21日に第1回FD,FA委員会を開催し（参加率100％）、本研究科においてクリアーしなければならない
　　課題を提起し、その解決策に向けてさらに検討を加えることとした。提起された課題の主たるものは、修士課程と
　　同じく入学者増の方策、加えて、学生の意見・不満の十分な吸い上げのための方策、教員研修の改善策等の必要性
　　を確認し今後具体的な方策を講じることとした。

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で，設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　設置時の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

７　その他全般的事項

＜グローバル・メディア研究科　グローバル・メディア専攻（博士後期課程）＞

（１） 設置計画変更事項等

　ｃ　委員会の審議事項等

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）
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②　実施状況

　ｂ　実施方法

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

　　・授業方法についての研究会等も計画しているが博士後期課程として開設直後のため、実施に至っていない。

　　・演習科目のグループ指導体制をとっているため、授業後に学生指導をめぐって教員間で真摯かつ率直な意見交換
　　　を行っている。

　ｂ　教員や学生への公開状況，方法等

　　　開設直後のため、実施に至っていない。

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

　ａ　実施の有無及び実施時期

　　　6月までに実施する予定である。

　　　人数が少ないため質的調査を予定している。その結果はFD委員が集約する。学生数が少ないことから個人を特定
　　されやすく、結果の公表が必ずしも良いとは限らない場合もあることから、プライバシーに支障がない場合には学
　　生や教員に公表する予定である。

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　ａ　実施内容

　　　分野別担当教員による演習科目のグループ指導後の検討会は不定期であるが、定期の会としては半期に3回程度
　　行う予定である。さらに、11月には学部開設10周年記念シンポジウムと呼応して海外の研究者を交えたシンポジウ
　　ムを計画している。こうした機会をとらえて、より高度な研究と、それに基づく質の高い教育を目指すことを期し
　　ている。

　　　上記のグループ指導体制においては、学生への演習指導の後、教員による検討会をもち、よりよい指導法につい
　　て意見交換をしている。これを若手教員にとっての研修の場として有効活用すべく努めている。
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（３） 自己点検・評価等に関する事項

　開設初年度である平成27年度に関しては、さまざまなネットワークを介して学生募集に手を尽くしたが、博士後期課
程の設置認可が確定したのが平成26年10月ということもあり、十分な募集活動を展開できなかった。結果として、産業
論、文化論、情報論の3分野から1名ずつ、合計3名の募集に対し、受験者1名、合格者1名にとどまった。この入学者は
情報論分野の研究を志向するいわゆる社会人であるが、設置の趣旨に沿って、勤務と学修の両立可能性を担保すべく教
育研究環境を整えた。今年度のこの経験を生かして、来年度は、情報論分野の社会人へのアプローチをさらに強化する
と同時に、産業論、文化論分野の社会人へも積極的に働きかける必要がある。具体的には、企業や行政などの現場にコ
ネクションを持つスタッフが多いという本研究科の特性を生かして人的側面の働きかけを強化したい。さらに、本年11
月に大規模シンポジウムを計画しているが、これは本研究科のスタッフがその研究の質を広く世に示すことで、本研究
科に博士志望の有能な研究者の関心を集めることも企図のひとつとしている。

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

②　自己点検・評価報告書

　設置の趣旨に基づき、講義科目については、経営・産業面でのメディアの利活用、メディアとコミュニケーションの
社会的・文化的影響、及びメディア分野の新しいサービスを志向する3つの科目群を選択科目として設け、研究指導科
目も、修士課程と同様に、産業論・文化論・情報論ごとのグループ指導制を採用し、複数の教員から多様な視点に立っ
た指導を受けられるように配慮した。そして予定通り、平成27年4月から開設、授業を開始した。施設設備面において
も設置の趣旨に基づいて準備を完了している。

（注）・　設置時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な根拠を

　ａ　公表（予定）時期

③　認証評価を受ける計画

　平成25年度に公益財団法人大学基準協会による「大学評価」を受審し、大学基準への適合が認定された。次回の「大
学評価」は、平成32年度に受審する予定である。

　ｂ　公表方法

　　・大学ホームページを通じて学外者及び学内教職員へ公開。

　　・全学自己点検・評価報告書「脚下照顧」を刊行し、学内の全学自己点検・評価委員及び事務部長等へ配付。

　　・全学自己点検・評価報告書「脚下照顧」のＣＤ－ＲＯＭ版を作成し、各事務部署等へ配付。

　　・平成25年5月　公表

　本学における自己点検・評価は、「全学自己点検・評価に関する規程」に基づき7年に1度実施しており、直近では、
平成24年度に全学自己点検・評価を実施した。その後、平成25年度に公益財団法人大学基準協会による大学評価（認証
評価）を受審し、大学基準への適合が認定されたが、内部質保証システムの更なる充実化に向けて、今後の本学におけ
る自己点検・評価のあり方を全学自己点検・評価委員会を中心として検討を重ねた結果、新たな自己点検・評価制度を
構築するに至った。具体的には、実施する自己点検・評価を、1）認証評価機関による大学評価（認証評価）に係る自
己点検・評価、2）教育・研究活動及び管理運営等、本学の諸活動の改善・改革に資する恒常的な自己点検・評価、3）
本学の中期経営計画に基づく中期事業（行動）計画の進捗度評価及び総括としての自己点検・評価の3種別とし、自己
点検・評価の実施の周期を、1）については7年、2）については毎年度、3）については中期経営計画の完成年度（4
年）とすることとした。
　平成27年度より新たな自己点検・評価制度を適用したことにより、現在、上記の2）及び3）に係る2年度分（平成25
年度～平成26年度）の自己点検・評価を実施しているところであるため、2年度分の自己点検・評価の内容について
は、平成27年度秋頃を目途に学内に公表することを予定している。また、上記の1）に係る自己点検・評価については
平成31年度に実施することになるが、その際には、前回の大学評価（認証評価）時には設置されていなかった本研究科
を含め、全学的な視点を踏まえた全学自己点検・評価を行うことを予定している。以下には、平成24年度に実施した際
の内容を示す。

（４） 情報公表に関する事項

○　設置計画履行状況報告書

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

　　　　いて記入してください。

　　　　含めて記入してください。

　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　　　平成27年6月26日 予定　　）
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○駒澤大学大学院FD推進委員会規程 

 

平成21年４月１日 

制定 

 

（目的及び設置） 

第1条 駒澤大学大学院（専門職大学院を除く）においてファカルティ・ディベロップメン

ト（以下「FD」という。）を実施するため、駒澤大学大学院FD推進委員会（以下「委員

会」という。）を設置する。 

 

（FDの定義） 

第2条 この規程においてFDとは、大学院設置基準第14条の3に定める「授業及び研究指導

の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修及び研究を実施」することをいう。 

 

（審議事項） 

第3条 委員会は、次の各号に掲げる事項を審議する。 

(1) 大学院全体のFD実施に係る基本的事項に関すること。 

(2) 教員の教授方法等の改善のための支援に関すること。 

(3) 授業評価の実施に係る企画・運営に関すること。 

(4) 各研究科が行うFDの支援に関すること。 

(5) その他FDの推進に必要な事項に関すること。 

 

（構成） 

第4条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって構成する。 

(1) 学長 

(2) 各副学長 

(3) 大学院各研究科委員長 

(4) 大学院各専攻から選出された者各１名 

(5) 教務部長 

(6) 幹事 若干人 

2 委員会の委員長は学長とし、副委員長は教育・研究担当の副学長とする。 
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3 第1項第4号により選出された委員の任期は2年とする。ただし、再任を妨げない。 

4 欠員を補充するために選出された委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（運営） 

第5条 委員会は、委員長がこれを招集し、その議長となる。 

2 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代行する。 

3 委員会は、委員の3分の2以上の出席をもって成立する。 

4 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決議し、可否同数の場合は、議長の決する

ところによる。 

5 委員会は、必要に応じて委員以外の者の出席を求めることができる。 

 

（小委員会） 

第6条 委員会が必要と認めるときは、委員会に小委員会を設置することができる。 

2 小委員会の構成員等については、委員会が決める。 

 

（FD推進部会） 

第7条 各研究科にFD推進部会を置く。 

2 部会長は研究科委員長とし、構成員等については各研究科が決める。 

 

（事務所管） 

第8条 委員会の事務所管は、教務部とする。 

 

（改廃） 

第9条 この規程の改廃は、委員会の議を経てこれを行うものとする。 

 

附 則 

この規程は、平成21年4月1日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成25年4月1日から施行する。 

 




